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第５章  母子・父子及び女性福祉 

 

 第 1 節 母子・父子福祉 

  １ 母子・父子福祉の動向 

    経済的に困窮し、社会的にも弱い立場となる状況が少なくない母子家庭の福祉を増進

するため、国や地方自治体、民間により、これまでいろいろな支援施策が行われてきま

した。 

しかしながら、母子福祉施策は関連する領域が極めて広く、様々な法律や制度に基づ

いて個別に行われており、必ずしも十分でなかったのが実情でした。そこで、母子家庭

に対する施策の総合化、体系化を図り、母子家庭の生活の安定と向上のために必要な措

置を講じ、一体的に母子家庭の福祉増進を図るため、昭和 39 年７月に「母子福祉法」が

制定されました。その後「母子福祉法」は、昭和 57 年４月に「母子及び寡婦福祉法」に

改正されました。さらに、父子家庭の増加と支援の必要性から、平成 26年 10 月、「母

子及び父子並びに寡婦福祉法」に改正されています。 

    「母子及び父子並びに寡婦福祉法」は、基本理念を「全て母子家庭等には、児童が、

その置かれている環境にかかわらず、心身ともに健やかに育成されるために必要な諸条

件と、その母子家庭の母及び父子家庭の父の健康で文化的な生活とが保障される」と定

め、その理念に基づいた施策が展開されています。 

    母子家庭になる主な原因としては、死別によるものから生別によるものに移行してお

り、厚生労働省が発表した「人口動態調査」によると、全国の離婚件数は、昭和 39 年以

降増加し、一時的に低下した後、昭和 63年を底にして平成 13 年まで増加し続けました

が、平成 30 年は 20 万 8,333 組と、前年より 3,963 組減少しています。 

    このような傾向は、高度経済成長期を経て日本の社会的構造が変化し、また女性の社

会進出で経済力が伴ってきたことなどにより、女性にとって離婚が稀なことではなくな

ってきたためとの見解もありますが、現実はまだまだ生活の裏付けが弱いまま離婚に至

るケースも少なくないと見られます。このように、離婚や遺棄の増加、加えて未婚の母

の増加など、従来とは異なる配慮を必要とする母子家庭が増加しており、これらの母子

家庭が抱える問題が複雑・多様化していることから、それらへの適切な対応も求められ

ています。 

    なお、父子家庭に対する支援も拡充されてきており、平成 22 年には児童扶養手当が支

給されることになりました。また、平成 23 年に実施された全国母子世帯等調査（厚生労

働省が５年に一度実施している実態調査。平成 28 年度から「全国ひとり親世帯等調査」

に改名。）の結果において、母子家庭同様、父子家庭における就業・経済状況の厳しい
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現状が把握されたことから、父子家庭への就業支援策の拡充が図られるなど、総合的な

ひとり親福祉施策の構築が図られてきています。 

    

２ 母子・父子福祉の現況 

(1) ひとり親相談（子育て支援課） 

ひとり親家庭の生活・住宅・離婚・養育などの問題に母子・父子自立支援員が相談

に応じ、必要な情報提供や自立へ向けた支援を行っています。また、生活の安定につ

ながる就労支援や子どもの修学費用などの資金貸付等により、ひとり親家庭の自立促

進を図っています。 

なお、母子・父子自立支援員の主な業務は、母子及び父子並びに寡婦福祉法第８条

において、配偶者のいない者で現に児童を扶養しているもの及び寡婦に対する相談と

その自立に必要な情報提供及び指導、職業能力の向上及び求職活動に関する支援を行

うことと規定されています。 

表１ 母子・父子自立支援員の相談指導状況 (平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日) 

相 談 種 別 相 談 件 数 相 談 種 別 相 談 件 数 

生

活

一

般 

住 宅 69 

生

活

援

護 

母子・父子福祉資金 429 

医 療 60 女 性 福 祉 資 金 12 

家 庭 紛 争 8 公 的 年 金 33 

就 労 256 児 童 扶 養 手 当 61 

養 育 費 10 生 活 保 護 45 

家 事 援 助 228  税   11 

そ の 他 135 そ の 他 100 

児

童 

養 育 202 そ

の

他 

母 子 自 立 支 援 施 設

(児童福祉法第 38条)  
0 教 育 76 

そ の 他 196 

 合 計 1,931 

 

３ ひとり親家庭の施策 

    ひとり親家庭に対する福祉施策は、母子及び父子並びに寡婦福祉法をはじめ、生活保

護法、児童福祉法、国民年金法、雇用保険法などの法律や条例等によって行われていま

す。これを体系的に示すと、図１のようになります。 
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図１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上のように、ひとり親家庭の福祉の基本理念に基づき各種の制度、施策が行われて

いますが、これらの施策や権利(手当の支給など)がひとり親家庭に十分周知され、その

活用がはかられるよう、市報やホームページなどで紹介し、さらにチラシ等配布物など

で周知につとめています。 

女性福祉資金貸付

経済的支援 遺族基礎年金・遺族厚生年金

児童扶養手当

児童育成手当

母子及び父子福祉資金貸付

ひとり親家庭医療費助成

ひ
と
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家
庭
へ
の
支
援
施
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税法上の優遇措置

生活保護

各種割引・減免

子育て支援 ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業

ひとり親家庭学習支援

保育園

認証保育所

相談支援 母子・父子自立支援員

家庭福祉員

認定こども園

幼稚園アットホーム事業

学童クラブ

就労支援 母子家庭及び父子家庭自立支援給付金

民生委員・児童委員

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

母子・父子自立支援プログラム策定事業

就労自立促進事業（ハローワーク）

公共施設等への売店等の設置許可

たばこ等の販売許可申請の証明書発行
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(1) 母子及び父子福祉資金貸付（子育て支援課） 

     この制度は、ひとり親家庭の経済的自立を助長し、生活意欲を高め、あわせて児童

の福祉を増進することを目的とするものです。この資金貸付制度は、母子及び父子並

びに寡婦福祉法が制定される以前から「母子福祉資金の貸付等に関する法律」（昭和

27 年）によって始められ、当時は事業開始資金が貸付金の中で最も多く利用されてい

ましたが、その後資金の種類も増え、貸付限度額も増額され、現在は修学資金の利用

者が多くなっています。その要因は、高校・大学等への進学率の増、授業料等教育費

の増が考えられ、近年の貸付状況でも修学資金・就学支度資金が９割以上を占めてい

ます。 

表２ 母子及び父子福祉資金貸付及び償還状況（令和元年度）     
(単位：円） 

資 金 名 貸付件数 貸付金額 調定金額 償還金額 未償還金額 

事 業 開 始 資 金 0 0 3,842,707 352,597 3,490,110 

事 業 継 続 資 金 0 0 276,279 14,541 261,738 

修 学 資 金 45 29,138,904 131,897,407 37,917,035 93,980,372 

技 能 習 得 資 金 0 0 3,795,079 221,952 3,573,127 

修 業 資 金 2 1,632,000 3,805,940 1,658,210 2,147,730 

就 職 支 度 資 金 0 0 210,946 0 210,946 

医 療 介 護 資 金 0 0 520,026 0 520,026 

生 活 資 金 0 0 11,050,403 510,295 10,540,108 

住 宅 資 金 0 0 336,000 252,000 84,000 

転 宅 資 金 0 0 6,035,722 587,286 5,448,436 

就 学 支 度 資 金 10 2,539,000 22,701,680 6,688,026 16,013,654 

結 婚 資 金 0 0 0 0 0 

児童扶養手当資金 0 0 241,645 151,515 90,130 

合   計 57 33,309,904 184,713,834 48,353,457 136,360,377 

表３ 母子及び父子福祉資金貸付及び償還状況年次推移       （単位：円） 

年  度 平成 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 令和元年度 

貸付金額 44,652,600 38,432,800 23,985,600 23,281,720 31,149,002 33,194,710 33,309,904 

償還金額 41,569,744 48,871,892 55,812,980 46,618,697 49,636,042 47,954,260 48,353,457 
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(2) 母子家庭及び父子家庭自立支援給付金事業（子育て支援課） 

① 教育訓練給付金事業 

児童扶養手当の支給を受けている方（または同様の所得水準の方）が、教育訓練

講座等を受講する際に、講座の費用の 60％を１回に限り給付します（上限額 20 万

円）。適職に就くために講座の受講が必要と事前に認められた方が対象です。 

（令和元年度実績 給付件数 3件（医療事務講座等）94,275 円） 

② 高等職業訓練促進給付金等事業 

児童扶養手当の支給を受けている方（または同様の所得水準の方）が、就職に有

利な国家資格の取得を目指す場合に、一定期間訓練促進給付金等を支給します。修

業期間中、経済的支援が必要と認められた方が対象です。 

（令和元年度実績 年度対象者 10人（看護師他計 6資格）13,202,000 円） 

     ③ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業（東京都社会福祉協議会） 

      ②を受給している方を対象に、養成機関への入学準備金（上限 50 万円）、就職準

備金（上限 20 万円）を貸し付けます（条件により返済免除あり）。 

     （令和元年度実績 入学準備金 2件 805,000 円  就職準備金 0件） 

 

(3) 就労支援事業（母子・父子自立支援プログラム）(子育て支援課） 

   児童扶養手当の支給を受けている方（または同様の所得水準の方）に対し、ハロー

ワーク等と連携して就労支援を行います。必要に応じて「母子・父子自立支援プログ

ラム」を策定し、自立に向けた就業支援を行っています。 

（令和元年度実績 プログラム策定 7人） 

 

(4) ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業（子育て支援課） 

     日常生活を営むのに支障があるひとり親家庭に対して、一定の期間ホ－ムヘルパ－

を派遣し、日常生活の世話等必要な援助を行います。所得に応じて自己負担がありま

す。 

（令和元年度実績 年度延 1,651 時間 3,044,030 円） 

 

(5) ひとり親家庭学習支援事業（子育て支援課） 

児童扶養手当の支給を受けている、または同様の所得水準の世帯の子（小学校６年

生、中学生及び高校生相当年齢）を対象に、学習支援を実施しています。（生活支援

課と合同で実施。） 

（令和元年度実績 集合型人数延 52 人 派遣型人数延 6人 実施場所 4か所） 
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(6) ひとり親家庭医療費助成制度（子育て支援課） 

     ひとり親家庭の医療費の一部（被保険者証を使って窓口で支払うことになっている

保険の自己負担分）を助成するものです。ただし、住民税課税世帯の方は一部負担金

（額は高齢者の医療の確保に関する法律を準用）を窓口でお支払いいただくことにな

っています。なお、保険の対象にならないものについては助成されません。（表４） 

表４ 助成状況 

年度 世帯数 対象人数(人) 受診件数(件) 医療費助成費(円) 

平成  27 1,017   1,969   25,699   62,828,227 

   28  984   1,985   25,261   62,097,127 

   29  940 1,999   24,604   60,834,649 

   30  933 1,986   23,965   59,049,215 

令和  元  814 1,956   22,293   53,579,575 

 

(7) 市営プ－ル無料利用券交付（子育て支援課） 

市営プ－ル夏期開設期間中、ひとり親家庭の中学生以下の児童と、小学校３年生以

下の児童の付き添いの者に対して無料利用券を交付しています。 

 

(8) その他 

前述した事業のほかに、ひとり親家庭の福祉向上を図るため、次の事業の実施やご

案内等を行っています｡（各事業等要件あり） 

・ 遺族基礎年金・寡婦年金の請求手続き（保険年金課） 

・ 水道料金の減免（東京都水道局小平サービスステーション） 

・ 下水道料金の減免（下水道課） 

・ 都営交通無料乗車券の発行（障がい者支援課） 

・ ＪＲ通勤定期３割引購入のための｢資格証明書｣及び｢購入証明書｣の発行（子育て支

援課） 

・ 交通遺児見舞金・学費援助金の支給（市社会福祉協議会） 

・ 売店等の公共施設内への優先的設置許可（水と緑と公園課、文化スポーツ課、   

公民館） 

・ 粗大ごみ手数料の減免（資源循環課） 
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第２節 女性福祉 

１ 女性福祉の動向 

    昭和 32年売春防止法の施行により、要保護女子の自立更生を促進するため、東京都は

婦人相談所と婦人相談員を設置し、要保護女子の生活問題や職業、健康の問題などの相

談に応じ、面接調査、訪問指導、連絡及び移送措置等の業務を行ってきました。 

しかし、昭和 35 年以降、時代の変容と相談ニーズの多様化に伴い、家庭内の問題を親

族などで解決できずに福祉事務所や婦人相談所に相談や保護を求める婦人や母子が増加

するようになりました。 

昭和 50 年の国際婦人年を契機として、人道的立場あるいは女性解放の視点から婦人

の緊急保護施設の整備等を求める要望が強まるなど、新しい社会的ニーズが生じました。

これに対応するため、援助を必要とする全ての婦人に対して平等にその抱える問題に応

じ、相談、指導および援護を行うことを目的として、昭和 52 年４月東京都婦人相談セン

ターが発足しました（現在、東京都女性相談センターに名称変更）。 

    また、それまでは家庭内の問題として表に出にくかった配偶者等からの暴力も社会問

題となり、議員立法として「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」

（略：ＤＶ防止法）が平成 14 年４月から全面施行されました。これによりＤＶ被害者も

支援を必要とする対象者とされました。ＤＶ防止法は、平成 25年の一部改正で、配偶者

だけでなく同居の交際相手からの暴力も対象になる等、適用範囲が拡大されました。 

同様に、平成 25年 10 月に「ストーカー行為等の規制等に関する法律」（略：ストー

カー規制法）が一部改正され、ストーカー被害者も支援対象者とされました。 

経済的支援としては、昭和 32 年１月、東京都は要保護女子の自立更生を促進するた

め、婦人更生資金貸付制度を設けました。当初は生業資金（事業開始資金）の利用者が

多い状況でしたが、次第に就職、転宅、修学等の資金の比率が高くなりました。 

    その後、前述の婦人相談と同様に対象者やニーズが変化し、昭和 45 年に「東京都婦人

福祉資金」、平成３年４月に「東京都女性福祉資金」に名称が変更となり、貸付目的も

「配偶者のいない女子等の経済的自立と安定した生活を送るため」と改められました。 

     

２ 女性福祉の現況 

(1) 婦人相談 

夫婦・親子の対人関係や離婚・生活・住宅など、女性の抱える様々な問題について

相談に応じています。 
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表５ 婦人相談員相談状況   （平成 31年 4 月 1日～令和 2年 3月 31 日） 

相 談 内 容 件 数 相 談 内 容 件 数 

夫 婦 ・ 親 族 関 係 146 住 宅 関 係 23 

男女・職場近隣関係 11 施 設 入 所 3 

医 療 ・ 妊 娠 関 係 32 女 性 福 祉 資 金 3 

生 活 困 窮 関 係 38 そ の 他 0 

就 職 ・ 職 業 関 係 15 計 271 

    

(2) 女性福祉資金貸付（子育て支援課） 

     配偶者のいない女性が経済的に自立して、社会的に安定した生活を送るために必要

な資金を貸し付ける制度です。 

貸付対象者は、都内に６か月以上居住する次の①または②に該当する方です。 

① 親・子・兄弟姉妹などを扶養している方（所得制限なし） 

② 親・子・兄弟姉妹などを扶養していない方で、かつて母子家庭の母として子を扶

養したことのある方または婚姻歴のある 40 歳以上の方（所得制限あり） 

 

表６ 女性福祉資金貸付及び償還状況（令和元年度）         (単位：

円） 

資 金 名 貸付件数 貸付金額 調定金額 償還金額 未償還金額 

事業開始資金 0 0 4,632,444 0  4,632,444 

事業継続資金 0 0 1,248,038 6,000  1,242,038 

修学資金 1 972,000 14,250,290 3,003,425  11,246,865 

技能習得資金 0 0 579,100 154,300  424,800 

就職支度資金 0 0 158,480 11,340  147,140 

医療介護資金 0 0 32,346 10,782  21,564 

生活資金 0 0 1,330,448 151,476  1,178,972 

住宅資金 0 0 0 0  0 

転宅資金 0 0 1,083,790 106,983  976,807 

就学支度資金 0 0 910,381 154,008  756,373 

結婚資金 0 0 301,840 0  301,840 

合   計 1 972,000 24,527,157 3,598,314  20,928,843 
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表７ 女性福祉資金貸付及び償還状況年次推移          （単位：円） 

年  度 
平成 25 年

度 
 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 令和元年度 

貸付金額 2,660,000 1,620,000 1,296,000 648,000 1,226,000 589,000 972,000 

償還金額 4,162,250 4,356,224 4,526,754 4,169,015 2,846,504 2,964,485 3,598,314 

 

(3) 女性相談事業（市民協働・男女参画推進課） 

女性問題等について、女性相談室にて専門の相談員が電話、面談で相談に応じて 

います。 

 相 談 日 時 月曜    午前１０時～午後６時 

   火～土曜  午前１０時～午後４時 

        （祝日・年末年始を除く） 

 


